A Study of Structuring of New Management System for Local Governments in Japan by 五艘, 隆志
























A Study of Structuring of New Management System 









高知工科大学大学院 工学研究科 基盤工学専攻 
 









 論文要旨                    Ⅰ～Ⅴ 
 
第１章． 序論          1 
1.1. はじめに         1 
1.2. 研究の背景と目的        3 
1.3. 研究概要         5 
 
第２章． 我が国の地方自治体行政の現状分析      8 
2.1. 我が国における地方制度の歴史       8 
(1) 明治期前半の地方制度改革と国家ビジョン⇒統一国軍編成    8 
1) 時代背景：植民地化に対する危機意識     8 
2) 統一国軍編成の第一ステップ⇒版籍奉還     8 
3) 統一国軍編成の第二ステップ⇒廃藩置県と府県制導入    10 
4) 統一国軍編成の第三ステップ⇒戸籍整備のための大区小区制   11 
5) 伝統的な町村を復活させた郡区町村制（三新法体制）    12 
(2) 明治期後半の地方制度改革と国家ビジョン⇒不平等条約改正   13 
1) 時代背景：不平等条約の存在     13 
2) 条約改正への第一ステップ⇒制度改革自体を目的とした明治の大合併 13 
(3) 自治権拡大を志向した明治末期から大正･昭和（戦前）の地方制度改革 17 
(4) 戦後の地方制度改革と国家ビジョン⇒経済成長    18 
1) 都道府県の自治拡大      18 
2) 経済成長を目的とした昭和の大合併     19 
(5) 我が国における地方制度の変遷の総括と現在の課題   23 
   2.2. 我が国の地方自治体の現状と課題     26 
(1) 我が国の財政状況の現状分析      26 
1) 中央政府および地方自治体の公債残高の急激な増加   26 
2) 景気対策としての公債発行      27 
3) 赤字国債の発行による財政状況悪化     29 
4) 中央政府の赤字国債発行と社会保障給付費の急激な増加   30 
5) 地方自治体の地方債発行と公共建設投資     34 
6) 我が国における財政難の構造      37 
(2) 地方自治体における公共事業の実態とその背景    38 
1) 地方自治体における公共事業の実態     38 
2) 社会ニーズ把握の難化と行政マネジメントシステム   40 
3) 国から地方への資金援助システム     44 
(3) 地方自治体の実態調査       53 
 
第３章． 地方自治体のマネジメントに関する分析     55 
3.1. 中央政府による地方自治体改革の施策     55 
 (1) 平成の市町村合併       56 
(2) 機関委任事務の廃止       58 
(3) 三位一体改革        61 
   3.2. 地方自治体の財政危機のメカニズム     64 
(1) 社会的変化と地方自治体の位置づけ     64 
(2) 住地方自治体行政の目的       66 
1) 必要物（Needs）と要求物（Wants）      66 
2) 必要物（Needs）の本質       68 
3) 必要物（Needs）と要求物（Wants）の乖離の発生    69 
(3) 自治体組織の持つ特性       72 
1) 事業推進のためのマネジメント      72 
2) 地方自治体のマネジメント       73 
(4) 地方自治体運営の効率化に向けての基本的施策    75 
第４章． 新しい行政マネジメントシステム構築のための基礎研究   78 
4.1．地方自治体における行政改革      78 
(1) 地方自治体の行政改革の経緯      78 
(2) 行政改革の実態と施策 （三位一体改革）     79 
4.2. マネジメントシステムの必要性      81 
4.3. 行政マネジメントシステム改革に関する先行事例と留意点   89 
(1) 国外先進事例        89 
(2) 国内先進事例        89 
(3) 既往事例における課題       90 
4.4. 小規模自治体におけるマネジメントシステムの実地調査   92 
(1) 業務体系の調査        92 
1) 組織図の入手          92 
2) 予算書・決算書の分析         92 
3) 事務事業現況調書の入手         92 
4) ヒアリング          93 
5) 業務体系図作成          93 
6) 業務分類          93 
(2) 意思決定プロセスの事例分析         95 
1) 事例事業の概要          95 
2) 意思決定過程の分析          96 
4.5. 現状のマネジメントシステムがもつ問題       99 
(1) 縦割り型の組織体制         99 
(2) 一方通行的な意思決定プロセス       101 
(3) 事業実施検討ツールの不足       101 
4.6. 組織論的分析        103 
4.7. 組織行動論的分析       107 
 
第５章． 新しい行政マネジメントシステム構築の方針    110 
5.1. マネジメントシステムの構築手順     110 
 5.2. 新しい意思決定システムの構築と実践     112 
(1) 意思決定システムの構築      112 
1) 組織横断型プロジェクトチームの編成     113 
2) 施策マトリックスによる最適施策の検討    113 
(2) 意思決定システムの実践      115 
1) 組織横断型プロジェクトチームの編成と施策提案    115 
2) 各施策単独の費用対効果       116 
3) 施策ポートフォリオ導出       118 
(3) 意思決定システムの効果と課題      118 
5.3. 検討ツールの整備       119 
(1) 産業連関分析の概要       120 
1) 投入係数表および逆行列表の導出方法    122 
2) 既存産業連関表の利用      124 
(2) 産業連関分析の実践       126 
(3) 産業連関分析を行う意義と注意点     131 
5.4. 業務マニュアルの整備       133 
(1) 定型業務の業務マニュアル作成      133 
(2) 横断的業務の業務マニュアル作成     134 
5.5. 会計システム整備の必要性      134 
 






























































































































































































































































































































































































































































































年月 府 県 藩 計 備考 
1871.6 3 45 261 309 廃藩置県前 
1871.7 3 306 － 309 廃藩置県後 







































1993年9月30日． 43ページ              および 
市町村自治研究会：全国市町村名変遷総覧，日本加除出版．1998年8月1日． 
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市町村自治研究会：全国市町村名変遷総覧，日本加除出版．1998年8月1日． 





































































合併によって，7 万町村以上あったものが 1 年間で約 5 分の 1 である 15,859市町
図－2.4 1889年当時の市制･町村制，府県･郡制の構造 
西尾勝：自治の原点と制度 21世紀の地方自治戦略1巻，ぎょうせい． 
1993年9月30日． 43ページ              および 
市町村自治研究会：全国市町村名変遷総覧，日本加除出版．1998年8月1日． 







































































府県会規則    

















1890 府県･郡制    
 



































































1993年9月30日． 43ページ              および 
市町村自治研究会：全国市町村名変遷総覧，日本加除出版．1998年8月1日． 





















































資料編，25～28ページ                    および  






























































































































































































地方制度改革      国家ビジョン      時代背景 
                       1853年：黒船来航 
                       1858年：通商条約締結 
1869年：版籍奉還                    
1871年：廃藩置県       統一国軍編成 
1872年：大区･小区制              1873年：徴兵令 
1878年：三新法体制 
＜1888～1889明治の大合併＞ 
1888年：市制町村制･府県郡制       
                                 
1923年：郡制廃止 






















①地方分権の推進     ②高齢化への対応  ③多様化する住民ニーズへの対応 
④生活圏の広域化への対応 ⑤効率性の向上 





















































































































1950 1960 1970 1980 1990 2000西暦
中央政府公債費（歳入）
地方政府公債費（歳入）
高度経済成長期 バブル経済低成長期 低成長期 
1975年：公債発行の特例に関する法律
図－2.11 中央政府および地方自治体の公債発行による歳入 
出典： 財務省財務総合政策研究所 財政金融統計月報 http://www.mof.go.jp/kankou/zaikinge01.htm
































































































































































































年 1990 年 1995年 1998年 
地方債発行額 6.4兆円 17.1兆円 15.2兆円 















































































































































































































































































   ( 年  度 ) 
01   02    03   04 
札幌ドーム 2001 札幌市 422 296 － － 2020 － ＋0.50 － － 
宮城スタジアム 2000 宮城県 270 235 － － 2030 － －2.02 － － 
鹿島スタジアム 2001 茨城県 234 156 － － 2031 － －1.50 － － 
新潟スタジアム 2001 新潟県 312 155 0 102 2020 -1.70 －1.80 -2.70 -3.00
埼玉スタジアム 2001 埼玉県 356 354 － － 2032 － －6.70 -3.30 -4.20
横浜国際競技場 1998 横浜市 603 418 － － 2027 － －1.64 － － 
静岡スタジアム 2001 静岡市 298 223 － － 2011 － －3.30 -3.60 － 
神戸ウイングスタジアム 2001 神戸市 230  80 97 53 2033 － ＋0.01 +0.50 － 


























合計 一般財源 補助金 地方債 その他 
年間収支 
高知県立美術館 84.00 0.00 0.00 56.00 28.00 －3.3億円 
～－4.2億円
スポーツパークさかわ 14.40 2.90 5.30 6.20 0.00 －300万円 
土佐山田スタジアム 18.90 1.40 0.00 16.60 0.90 －1,400万円
夜須町サイクリングターミナル 1.90 － － － － －70万円 


































































































































































































































































































































































































































































































































































































年現在．人口 4,263 人，老齢人口 29.7％，職員数約 70 名)を実態調査対象として選択
した．夜須町を選択した理由は以下の通りである． 













1) 西四郎：開国と攘夷 日本の歴史19，中央公論社．1984年7月20日 




6) 矢野恒太記念会：数字でみる日本の100年 改定第４版，2000年12月11日 
7) 夜須町史編纂委員会：夜須町史，夜須町教育委員会．1987年1月 
8) 岩崎美紀子：市町村の規模と能力 分権型社会を創る7，ぎょうせい．2000年7月31日  
9) 中村隆英，宮崎正康：過渡期としての1950年代，東京大学出版会．1997年9月30日 
10) 井堀利宏，加藤竜太，中野英夫，中里透，土居丈朗，佐藤正一：財政赤字の経済分析 中長





























































































































































































































































































































































































0～5% 5～10% 10～15% 15～20% 20～25% 25%～
(市町村数)















国軍最高司令官（General Headquarters/Supreme Commander for the Allied Powers）の指導
の下に戦後の新中央政府が作り出して行ったものである．地方自治体は中央政府が作り
出す大きな流れの中で，忠実にその役割を果たしていったと考えられる． 






























































































































































て国の発展レベルを表す方法がある．1993 年の世界銀行は 1991 年における国民一人当
たりのGNPの数値を用いて以下のような区分を行っている． 
①低所得国   785ドル未満の国 
②低中所得国  785ドル以上3,125ドル以下 
③ 中所得国  3,126ドル以上9,655ドル以下 



















































































































































① 製造計画・設計： 標準値の設定．（Plan)  
② 製造の実施：標準値に従った生産行動 (Do) 
③ 製品のチェック： 対設定標準値．（Check) 
④ 問題点の対応措置：(Action) 
①製品の品質向上．       (Quality)  
②製品コストの低下       (Cost) 
③生産量・納期の適性管理．(Delivery) 
④品質保証の充実． (Safety / Assurance) 
図－3.7生産活動の基本的サイクル 
計   画   
実   施 
処   置 
チェック   
標準値設定 



















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































・ 定常業務 ･･･日常的に行われる定型業務 
   （税務・戸籍住基等） 
・ 定期業務 ･･･定期的に行われる定型業務 
   （選挙・各種保険料改定等） 
・ 非定常業務･･･不定期的に発生する定型業務 
   （土地開発・介護保険認定等） 
・ 特別業務 ･･･不定期的に発生する非定型業務 














010000 議会運営業務 050000 市民生活支援業務
020000 総務 050100 戸籍住基管理業務
020100 総務管理業務 050200 年金管理業務
020200 財務給与管理業務 050300 国保管理業務
020300 税務 050400 老人福祉業務
020400 防災業務 050500 福祉・医療業務
020500 バス運送業務 050501 福祉業務
020600 電子計算機管理業務 050502 保育園管理業務
050504 在宅介護支援センター運営業務
030000 出納業務 050600 保健衛生業務
050700 介護保険管理業務















040800 グランドデザインの策定 040801 総合振興計画
040900 土地開発 040802 国土利用計画
041000 各種イベント事業 040803 土地利用計画


















































 所見： ・ベースライン評価が十分でない 




















 所見： ・戦略目標を立てていない 
     ・戦略目標の具体化を行っていない 

































○調査項目の設定 ○結果報告 ○調査項目の設定 ○検討命令 ○基本設計委託 ○基本設計の ○検討命令 ○起債申請 ○建設承認依頼 ○基本設計の報告
   変更依頼





























民生課長 民生課長 民生課長 民生課長 民生課長 民生課長 民生課長 民生課長 民生課長
検討委員会 検討委員会
050000 050000 050000 050000 050000 050000 050000 050000













































































































































































































































































極めて小 限定 低～中 中～高 高～全権
実質ｾﾞﾛ 0～25% 15～60% 50～95% 85～100%







































































































































































































































































③  〃 は適正配置されているか 
④  〃 の能力は十分か 



































































































































































































































































































































































































① 町役場が得る効果が最大となる補助金は 17,000 円となり，町役場に 240 万円程
度の経費節減効果が発生する 
② 補助金を22,000円に設定することにより戦略目標（可燃ごみ10％削減）が達成
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 補助金28,000円, 446世帯 
③：町全体が得る効果が最大 




















































































































 ① 町役場が得る効果が最大 
補助金 17,000円 223世帯 
② 町役場負担が生じない限度 
補助金 28,000円 446世帯 
③ 町全体が得る効果が最大 

















































































































































































産業1 z11 z12 z13 z1n F1 X1 
産業2 z21 z22 z23 z2n F2 X2 
産業3 z31 z32 z33 
 
z3n F3 X3 
????






産業n zn1 zn2 zn3 znn Fn Xn 
付加価値 V1 V2 V3 Vn 






   z11 ＋ z12 ＋ z13 ＋ ･･････ ＋ z1n ＋ F1 ＝ X1 
   z21 ＋ z22 ＋ z23 ＋ ･･････ ＋ z2n ＋ F2 ＝ X2 
   z31 ＋ z32 ＋ z33 ＋ ･･････ ＋ z3n ＋ F3 ＝ X3 
             ･･････ 
   zn1 ＋ zn2 ＋ zn3 ＋ ･･････ ＋ znn ＋ Fn ＝ Xn 
 
投入係数aijは  aij ＝ zij／Xj として求められる． 
上式(1)を投入係数を使って表記すると下記のようになる． 
   a11X1 ＋ a12X2 ＋ a13X3 ＋ ･･････ ＋ a1nXn ＋ F1 ＝ X1 
   a21X1 ＋ a22X2 ＋ a23X3 ＋ ･･････ ＋ a2nXn ＋ F2 ＝ X2 
   a31X1 ＋ z32X2 ＋ z33X3 ＋ ･･････ ＋ a3nXn ＋ F3 ＝ X3 
             ･･････ 






a11  a12 a13 ･･････ a1n 
a21  a22 a23 ･･････ a2n 
a31  a32 a33 ･･････ a3n 
･･････ 




 (1－a11)X1  －    a12X2 －     a13X3 － ･･････ －     a1nXn ＝ F1 
   －a21X1  －(1－a22)X2 －     a23X3 － ･･････ －     a2nXn ＝ F2 
     －a31X1  －    a32X2 － (1－a33)X3 － ･･････ －     a3nXn ＝ F3 
             ･･････ 




X1                             F1 
X2                             F2 
X3                             F3 
 
Xn                             Fn 
  
    （i－A）X＝F  （iは単位行列）・・・・・(4) 
 
 式(4)は式(5)と同じ意味をもつ． 












































































































② 生産額推計  （H14.1～H15.3･･･1年3ヶ月） 
約3,600品目の財，サービスについて推計を行う． 
③ 投入額推計  （H15.1～H15.9･･･9ヶ月） 
④ 最終需要額推計（H15.1～H15.11･･･11ヶ月） 

















































































農　業 67,989 1,139 1／ 60
林　業 10,820 16 1／ 676
水産業 27,171 78 1／ 348
515,951 1,439
鉱　業 9,287 13 1／ 714
製造業 260,552 66 1／ 3,948
建設業 246,112 1,360 1／ 181
1,958,820 7,935
電気・ガス・水道業 70,928 287 1／ 247
卸売・小売業 273,102 1,108 1／ 246
金融・保険業 154,826 254 1／ 610
不動産業 275,913 1,591 1／ 173
運輸・通信業 155,826 327 1／ 477
サービス業 576,680 2,998 1／ 192
政府サービス生産者 400,107 1,213 1／ 330
対家計民間非営利サービス生産者 51,438 157 1／ 328



































（１６部門） 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 20 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31

























在庫純増 県内最終需要 県内需用合計 移輸出 最終需要計 需要合計 （控除）移輸入 最終需要部門計 県内生産額
（単位：百万円） Σ001～016 0 0 Σ18～23 17＋24 24+26 17+27 27+29
17＋27
＋29
1 農業 11,082 156 0 0 39,810 1,339 0 129 0 0 16 5 1,240 4,197 0 7 57,981 160 22,732 0 0 615 573 24,080 82,061 76,219 100,299 158,280 -19,356 80,943 138,924
2 林業 39 10,051 0 4 19,664 358 0 0 0 0 0 0 21 163 0 0 30,300 13 1,531 0 0 0 7,617 9,161 39,461 9,829 18,990 49,290 -7,186 11,804 42,104
3 漁業 0 0 7,439 0 23,759 0 0 0 0 0 1 1 387 1,345 0 0 32,932 67 10,763 0 0 0 2,633 13,463 46,395 43,990 57,453 90,385 -8,005 49,448 82,380
4 鉱業 0 0 0 320 13,718 7,286 287 0 0 0 0 2 20 5 0 3 21,641 0 0 0 0 -34 140 106 21,747 15,1825,288 36,929 -11,163 4,125 25,766
5 製造業 22,311 2,224 18,915 1,943 253,694 191,390 4,292 28,044 6,556 512 39,979 11,130 70,791 74,529 6,724 1,916 734,950 6,529 378,015 1,708 5,842 102,495 3,822 498,411 1,233,361 547,376 1,045,787 1,780,737 -995,115 50,672 785,622
6 建設業 467 199 236 155 4,202 2,154 6,031 3,381 691 10,931 2,561 3,152 4,077 2,788 0 0 41,025 0 0 0 373,790 256,115 0 629,905 670,930 0 629,905 670,930 0 629,905
7 電気・ガス・水道業 543 157 630 1,025 19,720 3,952 7,516 6,304 849 534 2,661 4,657 11,061 11,43 0 268 71 312 11 47,122 15,165 0 0 0 62,298 133,610 1,175 63,473 134,785 -22,033 41,440 112,752
8 商業 8,554 1,288 5,726 759 50,720 47,476 822 5,743 1,267 486 13,989 2,486 20,049 25,331 2,060 462 187,218 4,997 322,264 24 1,606 27,049 702 356,642 543,8628,887 385,5 9 572,747 -91,357 294,172 481,390
9 金融・保険 5,375 969 2,808 1,109 14,649 9,079 2,843 25,859 23,991 14,859 16,102365 5,199 16,955 0 1 99 141,261 1 53,951 0 0 0 0 53,952 195,213 0 53,952 195,213 -21,498 3 ,454 173,715
10 不動産 5 36 50 98 1,860 1,213 548 9,281 1,843 793 3,550 136 2,462 4,180 0 179 26,234 236,936 0 0 0 0 236,936 263,170 0 236,936 263,170 0 236,936 263,170
11 運輸・通信・放送 5,653 3,712 4,577 6,175 33,252 42,722 2,404 31,133 6,597 752 40,859 5,837 11,975 18,079 496 635 214,858 1,904 91,802 456 162 2,197 640 97,161312,0 63,560 160,721 375,579 -53,234 107,487 322,345
12 公務 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 7,905 163,081 0 0 0 170,986 170,986 0 170,986 170,986 0 170,986 170,986
13 公共サービス 72 39 272 68 21,837 2,564 1,832 1,181 524 54 2,395 26 7,790 1,928 0 16840,750 79 113,702 354,091 0 0 0 468,672 509,422 33 468,705 509,455 -14,776 453,929 494,679
14 サービス 1,127 500 1,053 867 21,637 50,568 3,922 17,571 10,733 2,198 33,632 6,023 13,997 19,731 0 956 184,515 74,983 203,204 0 611 18,761 0 297,559 482,07443,752 341,311 525,826 -82,068 259,243 443,758
15 事務用品 22 27 195 45 1,303 468 133 2,490 813 89 724 436 1,495 1,036 0 4 9,280 0 0 0 0 00 0 9,280 0 0 9,280 0 0 9,280
16 分類不明 189 204 227 18 5,346 314 483 1,908 479 613 1,384 2,067 3,600 2,270 1 0 19,103 0 58 0 0 0 0 58 19,161 0 58 19,161 0 58 19,161
17 内生部門計 55,439 19,562 42,128 12,586 525,171 360,883 31,113 133,024 54,34331 21 157,853 6,323 154,164 183,972 9,281 5,697 1,813,360 89,544 1,489,985 534,525 382,011 407,198 16,127 2,919,390 4,732,750 830,003 3,749,3935, 62,753 -1,325,791 2,423,602 4,236,962
家計外消費支出 117 626 5,093 1,963 17,798 12,696 3,034 12,088 6,336 890 5,712 2,6767,378 12,774 0 362 89,543
雇用者所得 17,695 7,862 18,408 4,701 138,991 173,448 23,451 179,725 73,696 6,613 116 663 127,189 292,585 135,226 0 681 1,316,934
営業余剰 52,259 11,860 8,970 3,801 54,266 92,734 20,170 105,960 29,212 117,0156,406 0 11,920 61,749 0 8,853 585,175
資本減耗引当 12,831 2,537 6,622 2,110 29,713 15,336 28,529 18,852 8,124 89,407 2840 4 7 9 33,611 36,361 0 2,676 320,008
間接税（除関税） 1,713 637 1,413 617 19,987 16,334 7,049 32,391 4,841 18,158 8,177 39 4,056 14,538 0 893 130,843
（控除）補助金 -1,126 -982 -253 -11 -308 -503 -594 -648 -2,837 -735 -1,007 0 -9,034 -861 0 -2 -18,901
粗付加価値部門計 83,489 22,540 40,253 13,181 260,447 310,045 81,639 348,368 119,372 231,34 164,491 134,663 340,516 259,787 0 13,463 2,423,602














（１６部門） 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 20 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31

























在庫純増 県内最終需要 県内需用合計 移輸出 最終需要計 需要合計 （控除）移輸入 最終需要部門計 県内生産額
（単位：百万円）
1 農業 0.0798 0.0037 0.0000 0.0000 0.0507 0.0020 0.0000 0.0003 0.0000 0.0000 0.0 00 0.0 00 0.0 25 0.0 95 0.0 00 0.0004 0.0137 0.0018 0.0153 0.0000 0.0000 .0015 .0 55 .0082 0.0173 0.0918 0.0268 0.0285 0.0146 0.0334 0.0328
2 林業 0.0003 0.2387 0.0000 0.0002 0.0250 0.0005 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0 0 .0 0 .0 0 .0 04 .0 00 0.0000 0.0072 0.0001 0.0010 0.0000 0.0000 0. 00 .4723 .0031 0.0083 0.0118 0.0051 0.0089 0.0054 0.0049 0.0099
3 漁業 0.0000 0.0000 0.0903 0.0000 0.0302 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.000 .000 .0008 .0030 .0000 0.0000 0.0078 0.0007 0.0072 0.0000 0.0000 .0000 .1633 .0046 0.0098 0.0530 0.0153 0.0162 0.0060 0.0204 0.0194
4 鉱業 0.0000 0.0000 0.0000 0.0124 0.0175 0.0109 0.0025 0.0000 0.0000 0.0000 0. 0 0. 0 . 0 . 0 . 000 0.0002 0.0051 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 - . 01 0.0087 .000 0.0046 0.0183 0.0041 0.0066 0.0084 0.0017 0.0061
5 製造業 0.1606 0.0528 0.2296 0.0754 0.3229 0.2853 0.0381 0.0583 0.0377 0.00190.1240 0. 651 0.1431 0.1679 0.7245 0.1000 0.1735 0.0729 0.2537 0.0032 0.0153 0.2517 0.2370 0.1707 0.2606 0.6595 0.2789 0.3201 0.7506 0.0209 0.1854
6 建設業 0.0034 0.0047 0.0029 0.0060 0.0053 0.0032 0.0535 0.0070 0.0040 0.04150.0 79 0.0184 0.0082 0.0063 0.0000 0.0000 0.0097 0.0000 0.0000 0.0000 0.9785 .6290 . 00 0.2158 0.1418 0.0000 0.1680 0.1206 0.0000 0.2599 0.1584
7 電気・ガス・水道業 0.0039 0.0037 0.0076 0.0398 0.0251 0.0059 0.0667 0.0131 0.00490.0020 0.0083 0.0272 0.0224 0.0258 0.0000 0.0140 0.0168 0.0001 0.0316 0.0284 .0000 0.0000 0.000 0.0213 0.0282 0.0014 0.0169 0.0242 0.0166 0.0171 0.0266
8 商業 0.0616 0.0306 0.0695 0.0295 0.0646 0.0708 0.0073 0.0119 0.0073 0.0018 0.0434 0.0145 0. 4 5 0. 571 0.2220 0.0241 0.0442 0.0558 0.2163 0.0000 0.0042 0.0664 0.0435 0.1222 0.1149 0.0348 0.1028 0.1030 0.0689 0.1214 0.1136
9 金融・保険 0.0387 0.0230 0.0341 0.0430 0.0186 0.0135 0.0252 0.0537 0.1381 0.0565 0.0500 0.0021 0.0 05 0.0382 0.0000 0.0574 0.0333 0.0000 0.0362 0.0000 0.0000 0. 00 0.0000 .0185 0.0412 0.0000 0.0144 0.0351 0.0162 0.0134 0.0410
10 不動産 0.0000 0.0009 0.0006 0.0038 0.0024 0.0018 0.0049 0.0193 0.0106 0.0030. 110 0.0008 0.0050 0. 094 0.0000 0.0093 0.0062 0.0000 0.1590 0.0000 0.0000 0. 00 0. 000 0.0812 0.0556 0.0000 0.0632 0.0473 0.0000 0.0978 0.0621
11 運輸・通信・放送 0.0407 0.0882 0.0556 0.2396 0.0423 0.0637 0.0213 0.0647 0.0380029 1268 3 1 0.0242 0.0407 0.0534 0.0331 0.0507 0.0213 0.0616 0.0009 0.0004 0.0054 0.0397 0.0333 0.0659 0.0766 0.0429 0.0675 0.0402 0.0444 0.0 61
12 公務 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.00000.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0053 0.3051 0.000 0. 0 0. 000 0.0586 0.0361 0.0000 0.0456 0.0307 0.0000 0.0706 0.0404
13 公共サービス 0.0005 0.0009 0.0033 0.0026 0.0278 0.0038 0.0162 0.0025 0.0030 0.0 2 0.0 74 0.0002 0.0157 0.0043 0.0000 0.0088 0.0096 0.0098 0.0763 0.6624.0000 .0000 .0000 0.1605 0.1076 0.0000 0.1250 0.0916 0.0111 0.1873 0.1168
14 サービス 0.0081 0.0119 0.0128 0.0336 0.0275 0.0754 0.0348 0.0365 0.0618 0.008 1 43 0.0352 0.0283 445 0.0000 0.0499 0.0435 0.8374 0.1364 0.0000 0.0016 0.0461 0.0000 0.1019 0.1019 0.0527 0.0910 0.0945 0.0619 0.1070 0.1047
15 事務用品 0.0002 0.0006 0.0024 0.0017 0.0017 0.0007 0.0012 0.0052 0.0047 0.003 0.0 22 0.0025 0.0030 0.0023 0.0000 0.0002 0.0022 0.0000 0.0000 0.0000 0.000 0. 0 0. 0 .000 0.0020 0.0000 0.0000 0.0017 0.0000 0.0000 0.0022
16 分類不明 0.0014 0.0048 0.0028 0.0007 0.0068 0.0005 0.0043 0.0040 0.0028 0.0023 0.0 43 0.0121 . 073 0. 051 0.0001 0.0000 0.0045 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 . 000 . 000 0.0 00 0.0040 0.0000 0.0000 0.0034 0.0000 0.0000 0.0045
17 内生部門計 0.3990 0.4646 0.5114 0.4885 0.6685 0.5379 0.2759 0.2763 0.3128 0.120 4897 124 0.31 6 0.4 46 1.0000 0.2973 0.4280 1.0000 1.0000 1.0000 1.0000 1.0000 1.0000 1.0000 1.0000 1.0000 1.0000 1.0000 1.0000 1.0000 1.0000
家計外消費支出 0.0008 0.0149 0.0618 0.0762 0.0227 0.0189 0.0269 0.0251 0.0365 0.0034 0.0177 0.01 7 0.0149 288 0.0000 0.0189 0.0211
雇用者所得 0.1274 0.1867 0.2234 0.1824 0.1769 0.2585 0.2080 0.3733 0.4242 0.0251 3619 .74 9 .5915 0.3 47 0.0000 0.0355 0.3108
営業余剰 0.3762 0.2817 0.1089 0.1475 0.0691 0.1382 0.1789 0.2201 0.1682 0.44460.0199 0.0000 0.0241 0.1391 0.0000 0.4621 0.1381
資本減耗引当 0.0924 0.0603 0.0804 0.0819 0.0378 0.0229 0.2530 0.0392 0.0468 0.3397 0.0885 0.0278 0.0679 0.0819 0.0000 0.1397 0.0755
間接税（除関税） 0.0123 0.0151 0.0172 0.0239 0.0254 0.0243 0.0625 0.0673 0.0279 0.0690 0.0254 0.0002 0.0082 0.0328 0.0000 0.0466 0.0309
（控除）補助金 -0.0081 -0.0233 -0.0031 -0.0004 -0.0004 -0.0007 -0.0053 -0.0013 -0.0163 - .0028 - .0031 0.0000 -0.0183 -0.0019 0.0000 -0.0001 -0.0045
粗付加価値部門計 0.6010 0.5354 0.4886 0.5115 0.3315 0.4621 0.7241 0.7237 0.6872 0.8791 0.5103 0.7876 0.6884 0.5854 0.0000 0.7027 0.5720
県内生産額 1.0000 1.0000 1.0000 1.0000 1.0000 1.0000 1.0000 1.0000 1.0000 1.0000 1. 0 1. 0 1. 0 1. 00 1.0000 1.0000 1.0000
平成７年高知県産業連関表(I-（I-M）A)-1：（逆行列表）
（１６部門） 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16














1 農業 1.06669 0.00479 0.00256 0.00158 0.04485 0.00498 0.00110 0.00132 0.00113 0. 0 37 0. 0242 0. 0112 0. 0377 0. 0982 0.00663 0.00177 1.15489 0.85687
2 林業 0.00131 1.24314 0.00145 0.00086 0.02741 0.00225 0.00044 0.00048 0.00039 0. 0 14 0. 0 96 0. 0 49 0. 0 94 0. 0144 0.00397 0.00066 1.28630 0.95437
3 漁業 0.00111 0.00060 1.08235 0.00087 0.02923 0.00199 0.00054 0.00060 0.00057 0. 0 16 0. 0127 0. 0 6 0. 0173 0. 0396 0.00426 0.00083 1.13067 0.83890
4 鉱業 0.00037 0.00022 0.00053 1.00642 0.00929 0.00593 0.00177 0.00022 0.00017 0. 0 27 0. 0 39 0. 0 31 0. 0 4 0. 0044 0.00136 0.00032 1.02838 0.76301
5 製造業 0.03899 0.01922 0.05631 0.02636 1.07608 0.06570 0.01541 0.01782 0.01418 0. 0440 0. 3573 0. 1825 0. 3430 0. 4080 0.15547 0.02510 1.64411 1.21984
6 建設業 0.00542 0.00804 0.00561 0.01154 0.00952 1.00615 0.05824 0.01004 0.00657 0.04247 0. 1196 0. 2 83 . 1 94 0. 0988 0.00372 0.00263 1.22357 0.90783
7 電気・ガス・水道業 0.00638 0.00680 0.01091 0.03999 0.02771 0.01036 1.06159 0.01419 0.00752 0. 029 0.01283 0. 2622 0. 2261 0. 2644 0.00707 0.01528 1.29880 0.96364
8 商業 0.06104 0.03986 0.07173 0.03994 0.07006 0.07119 0.01531 1.01809 0.01456 0. 0598 0. 5100 0.01885 . 4127 0. 5720 0.20008 0.02694 1.80311 1.33782
9 金融・保険 0.04975 0.03929 0.04778 0.06271 0.03448 0.02697 0.03326 0.06309 1.14752 0. 5979 0. 6702 0. 0887 .018 1 0. 4962 0.01945 0.06553 1.79354 1.33071
10 不動産 0.00263 0.00389 0.00379 0.00874 0.00576 0.00531 0.00684 0.02171 0.01377 1. 0414 0. 1550 0. 0237 0. 0701 0.01244 0.00550 0.01171 1.13113 0.83924
11 運輸・通信・放送 0.04873 0.10839 0.06621 0.23340 0.05882 0.07243 0.02986 0.06722 0.04557 0. 0864 1.13 35 0. 3775 0. 3 6 0. 4887 0.07075 0.03864 2.09608 1.55518
12 公務 0.00000 0.00000 0.00000 0.00000 0.00000 0.00000 0.00000 0.00000 0.00000 0. 0 . 0 1. 0 . 0 . 0000 0.00000 0.00000 1.00000 0.74195
13 公共サービス 0.00249 0.00299 0.00621 0.00630 0.03109 0.00692 0.01824 0.00413 0.00464 0. 0 87 0. 1 37 0. 0178 . 1747 0. 0680 0.00557 0.01037 1.13626 0.84304
14 サービス 0.01809 0.02744 0.02511 0.05769 0.03867 0.07794 0.04169 0.04342 0.06703 0. 144 0.109 7 0. 3802 0. 3249 1. 5021 0.01829 0.05244 1.71247 1.27057
15 事務用品 0.00096 0.00155 0.00350 0.00304 0.00278 0.00170 0.00178 0.00589 0.00576 0. 0 75 0. 0350 0. 029 0. 0362 0. 0323 1.00163 0.00096 1.04361 0.77431
16 分類不明 0.00246 0.00710 0.00431 0.00276 0.00879 0.00212 0.00533 0.00499 0.00396 0. 0271 0. 0623 0. 1282 0. 0828 0. 0645 0.00254 1.00107 1.08192 0.80273
列和 1.30642 1.51331 1.38834 1.50220 1.47453 1.36196 1.29139 1.27322 1.33334 1.14806 1.45898 1.191 1 1.2 71 .32760 1.50629 1.25426 21.56483
























































1 グリーンツーリズム 町内農家の売上が1割増加 
2 福祉政策 社会保障事業が1割増加 
3 海浜公園集客増加① 宿泊業の売上が1割増加 
4 海浜公園集客増加② 飲食店の売上が1割増加 
5 道路整備 道路輸送・自家用自動車輸送の売上が1割増加





















1 グリーンツーリズム 13,560 19,213 1.42 
2 福祉政策 1,849 2,387 1.29 
3 海岸施設集客増加① 2,224 3,329 1.50 
4 海岸施設集客増加② 6,588 10,359 1.57 
5 道路整備 9,670 12,636 1.31 











































































































































1) Asset Management Committee：Total Asset Management Manual， New South Wales Gov． 
Australia，2003 
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※1根拠となる条例：夜須町環境基本条例（平成 12年 6月 21日 条例第43号） 
※2根拠となる条例：夜須町の環境をよくする条例（平成 10年 9月 29日 条例第12号） 
行政マネジメントシステム – 050800  環境衛生管理業務 17 Dec 2004 
 050800－1 2004 夜須町役場 
050801  環境保全  





※１夜須町環境基本条例（平成12年6月21日 条例第43号） 第33条3項 
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2004 夜須町役場 050800－2 
 





※１夜須町ダイオキシン類規制条例（平成13年9月28日 条例第12号） 第2条（7）イ 
※２夜須町ダイオキシン類規制条例施行規則（平成13年12月20日 規則第13号） 第7条 
※３夜須町ダイオキシン類規制条例施行規則（平成13年12月20日 規則第13号） 第5条 
※４夜須町ダイオキシン類規制条例施行規則（平成13年12月20日 規則第13号） 別表第1 
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※１夜須町ダイオキシン類規制条例（平成13年9月28日 条例第12号） 第9条 
※２夜須町ダイオキシン類規制条例施行規則（平成13年12月20日 規則第13号） 第7条 
※３夜須町ダイオキシン類規制条例施行規則（平成13年12月20日 規則第13号） 第6条 
※４夜須町ダイオキシン類規制条例施行規則（平成13年12月20日 規則第13号） 別表第1 
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※１夜須町ダイオキシン類規制条例（平成13年9月28日 条例第12号） 第14条 
※２夜須町ダイオキシン類規制条例（平成13年9月28日 条例第12号） 第2条（7）イ 
※３夜須町ダイオキシン類規制条例施行規則（平成13年12月20日 規則第13号） 第8条(1) 
※４夜須町ダイオキシン類規制条例（平成13年9月28日 条例第12号） 第9条 
※５夜須町ダイオキシン類規制条例施行規則（平成13年12月20日 規則第13号） 第8条(2) 
※６夜須町ダイオキシン類規制条例施行規則（平成13年12月20日 規則第13号） 別表第1 
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※１夜須町ダイオキシン類規制条例（平成13年9月28日 条例第12号） 第17条 








※１夜須町ダイオキシン類規制条例（平成13年9月28日 条例第12号） 第19条 
※２夜須町ダイオキシン類規制条例（平成13年9月28日 条例第12号） 第2条（7）イ 
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 平成 16年度 夜須町役場 
 
行政マネジメントシステム 
     － 業務体系図 －
020000 総務課
020100 総務係
020101 総務管理
020101-01上級管理（総務課長決裁）
020101-01-01 宣言
020101-01-02 附属機関
020101-01-03 幹部会議
020101-01-04 公印管守
020101-01-05 公告式
020101-01-06 事務決済
020101-01-07各課の連絡調整事務
020101-02 一般管理
020101-02-01国旗・市町村旗の管理
020101-02-02催物案内表示板（庁内）
020101-02-03庁内掲示物
020101-02-04例規集の再編纂
020101-02-05物品の調達及び検収
020101-02-06文書収発事務
020101-03管財（施設・自動車･物品等管理）
020101-03-01公共施設等の賃貸借契約及び契約先
020101-03-02公有財産（普通財産）管理
020101-03-03公有財産管理台帳
020101-03-04公用車の管理
020101-03-05公用車の事故処理
020101-03-06民有地の借入
020101-03-07庁舎の管理
020101-03-08物品の出納、保管及び検査
020101-03-09購読誌　支払簿
020101-03-10公共施設状況調査
020101-03-11公共用地取得事務
020101-03-12用地登記事務
020101-03-13物品（備品）購入・製造等の入札執行及び見積徴取
020101-03-14物品（備品）購入・製造請負契約の締結
020101-03-15公共施設等の賃貸借契約及び契約先
020101-04 人事
020101-04-01 行政組織
020101-04-02 職務評価
020101-04-03職員任免規定作成
020101-04-04職員服務規定作成
020101-04-05職員服賞罰定作成
020101-04-06管理職員等の範囲を定める規則
020101-04-07私用車の公用車扱いの許可
020101-04-08勧奨退職関係
020101-04-09職務専念義務免除の承認
020101-04-10公平委員会
020101-04-11水道組織機構
020101-04-12下水道組織機構
020102 選挙
020102-01選挙管理委員会
020102-02選挙総務（選挙管理委員会事務局）
020102-02-01選挙事務・不在者投票事務
020102-02-02投票区・開票区等
020102-02-03選挙の諸証明
020102-02-04選挙人名簿の保管及び縦覧
020102-02-05有権者の資格
020102-02-06異議申し立て及び争訟
020102-02-07 直接請求
020102-02-08選挙に関する記録及び投票等の保存
020102-02-09選挙の統計調査
020102-02-10検察審査委員候補者の選定
020102-02-11最高裁判所裁判官の国民審査
020102 職員研修
020102-01研修派遣管理
020102-02研修バス管理
020103 行政改革等
020103-01 行政改革
020103-02 地方分権
020103-03情報公開
020103-03-01情報公開制度
020103-03-02情報公開審査会
020104 文書管理
020105 町内サービス
020105-01自治会（区）報酬支払
020105-02後援名義の使用許可
020105-03表彰（特別功労・功労・善行表彰）
020105-04名誉町民表彰
020105-05 陳情総括
020105-06 防犯灯設置
020105-07自治会（町内会）及び自治会長会（町内会長会）
020105-08雇用促進対策
020105-09 行政相談
020200 財務給与係
020201 財務
020201-01 財務管理
020201-01-01 予算(当初・補正）の編成
020201-01-02一定額以上の収入調定及び支出負担行為，支出命令の審査
020201-01-03会計の設置状況（普通会計・特別会計・公営事業会計）
020201-01-04 決算調整
020201-01-05歳入項目（款・項・目・節）
020201-01-06人件費の内訳（支出会計・科目別の支払額・支払人数）
020201-01-07歳入歳出決算書の調整
020201-02財政計画の策定
020201-03 財務分析
020201-03-01 財政指標
020201-03-02財政指標（※水道）
020201-03-03財政事情の公表
020201-03-04地方財政状況調査
020201-04 公債管理
020201-04-01縁故債の借入方法と借入先
020201-04-02地方債の現在高
020201-04-03起債管理システム
020201-04-04企業債の状況（※水道）
020201-05基金・積立金管理
020201-05-01各種基金の運用及び現在高
020201-05-02積立金現在高（水道）
020201-06交付税等管理
020201-06-01地方譲与税及びその他の交付金
020201-06-02地方交付税算定
020202 給与
020202-01給与等制度決定
020202-01-01特別職（町長等）の給料設定
020202-01-02各種委員の報酬・費用弁償
020202-01-03特別職報酬等審議会運営管理
020202-01-04行政職給料表の級別職務等の設定
020202-01-05職員の昇給・昇格基準設定
020202-01-06初任給基準（試験採用）設定
020202-01-07設定給料表作成
020202-01-08臨時職員・嘱託員雇用
020202-01-09退職者給付
020202-02給与等計算･支給
020202-02-01人事・給与システム（電算）管理
020202-02-02職員手当の制度設計
020202-02-03職員給与の支給
020202-02-04特別職（町長等）の各種手当至急
020202-02-05特別職の旅費支給
020202-02-06職員の旅費支給
020202-02-07出勤簿の整理
020202-02-08時間外勤務管理
020202-02-09宿日直勤務管理
020202-02-10児童手当（職員分）支給
020202-02-11公務災害補償
020202-02-12職員　共済・互助会関係事務
020202-02-13年末調整（所得税）事務
020202-02-14雇用保険（賃金台帳）・臨時職員雇用関係事務
020300 税務係
020301 税務庶務
020301-01税の現状調査
020301-02 前納報奨金
020301-03 延滞金徴収
020301-04 公示送達
020301-05 税務証明
020301-06町税の滞納処分、差押
020301-07不能欠損処分
020301-08非課税範囲設定
020302 賦課･徴収
020302-01 税の賦課
020302-02 税の徴収
020302-03町税の督促、催告
020302-04 口座振替
020303 各種税申告受付・台帳管理・税額査定等
020303-01 住民税
020303-01-01 農業所得標準作成
020303-01-02 市町村民税（個人）確定申告の方法
020303-01-03 市町村民税（個人）課税収納管理
020303-01-04 市町村民税（個人）の減免
020303-01-05 市町村民税（個人）納期の設定と税率
020303-01-06 市町村民税（個人）無申告者の取扱い
020303-01-07 市町村民税（法人）収納管理
020303-01-08 市町村民税（法人）申告書発送
020303-01-09 市町村民税（法人）督促状発送
020303-01-10 法人設立届、申告書保管
020303-01-11 休業法人取扱い
020303-01-12 町民税（法人）減免、非課税法人の取扱い
020303-01-13 市町村民税課税状況等の調
020303-02 固定資産税
020303-02-01 公図管理
020303-02-02 縦覧期間設定
020303-02-03 固定資産税価格決定
020303-02-04 固定資産税土地鑑定評価業務（時点修正）
020303-02-05 固定資産税入力
020303-02-06 固定資産税賦課、減免等
020303-02-07 固定資産税調定
020303-02-08 固定資産税収入
020303-02-09 固定資産税帳票管理
020303-02-10 固定資産税電算システム
020303-02-11 固定資産評価審査委員会
020303-02-12 評価換え資料作成
020303-02-13 土地鑑定評価業務
020303-02-14 土地評価システム委託業務
020303-02-15 評価換え入力
020303-02-16 台帳作成、管理
020303-02-17 公図修正
020303-02-18 台帳等閲覧
020303-03 特別土地保有税
020303-03-01 特別土地保有税納税義務者設定
020303-03-02 特別土地保有税申告納付
020303-03-03 特別土地保有税審議会
020303-04 軽自動車税
020303-04-01 軽自動車税登録・課税台帳作成・管理
020303-04-02 軽自動車税賦課・減免等
020303-04-03 軽自動車税調定
020303-05 たばこ税
020303-06 相続税法５８条関係事務
020400 防災係
020401 防災総務
020401-01消防団人事・報酬・手当
020401-02 任免
020401-03消防団の諸行事
020401-04 賞じゅつ
020401-05 退職報償金
020401-06 表彰
020401-07消防互助年金
020401-08 火入れ許可
020401-09水防関連業務
020402 防災施設･設備管理
020402-01防災行政無線
020402-02防災施設及び災害時備蓄品
020402-03高知県総合防災情報システム
020402-04消防団施設・機械
020402-05被服等の貸与
020402-06 消防水利
020402-07消防・防災ヘリコプター
020403 事前対策
020403-01避難計画・防災マップの作成
020403-01-01避難場所の指定
020403-01-02地域防災計画及び防災会議
020403-01-03災害時の相互応援支援協定・消防事務委託
020403-02 防災組織
020403-02-01防災組織（体制）
020403-02-02消防組織機構
020403-02-03その他消防・防災組織
020403-03 防災訓練
020403-03-01 防災訓練
020403-03-02 教育訓練
020404 災害対策本部
020404-01 庁舎内待機
020404-02危険個所巡回
020404-03避難勧告発令
020500 バス運送係
020501 地方バス路線維持に関すること
020501-01運行管理（バス会社へ委託）
020501-02バス特別会計の管理
020600 電子計算係
020601 電子計算組織の管理運用（財務会計システム）
020602 電子計算組織の管理運用（例規法令システム）
020603 電子計算組織の管理運用（その他）
030000 出納室
030100 会計監理
030101 現金の出納及び保管
030102 小切手の振出し及び公金振替調書の交付
030103 郵便振替に関すること
030104 歳入歳出外現金に関すること
030105 調定票、収入票、支出票、振替命令簿等の審査
030106 支出負担行為の確認
030107 現金及び有価証券の利子及び配当
030108 有価証券の出納保管
030109 指定金融機関等について
030110 資金前渡金
030200 一時借入金
040000 企画課
040100 企画一般
040101 沿革・歴史
040102 町の花・木等
040103 町民憲章
040104 姉妹・友好都市交流
040105 広域連携事務
040200 企画庶務
040201 管財（施設・自動車･物品等管理）
040201-01 自動車
040201-02 OA保守・リース
040201-03エレベーター監視版保守点検
040201-04夜須駅施錠（コンビニに委託）
040201-05 海岸線管理
040201-05-01管理者の業務月報管理
040201-06公営駐車場管理
040201-06-01 借地管理
040201-06-02管理人の管理
040201-06-03 料金徴収
040201-07道の駅運営管理
040202 情報化（OA化）の推進
040202-01庁舎内ネットワーク管理（四国情報管理C一括委託）
040202-02セキュリティーポリシーの作成
040202-03 CDC（コミュニティーデータセンター）機能運用
040202-04 LGI（総合行政ネットワーク）負担金管理
040300 統計
040301 調査データ収集
040302 統計資料の受領・保管
040400 広報
040401 広報（広報紙発行）
040402 広報（その他の広報）
040403 広報（ホームページ）
040404 町勢要覧
040405 広聴
040500 交通安全
040501 交通安全指導員
040502 交通安全啓発事業
040503 交通安全運転管理者
040504 交通安全施設管理
040504-01交通安全施設
040504-02交通安全対策施設整備及び維持管理事業
040504-03交通安全用具の支給
040505 協会等活動
040505-01交通安全対策推進会議
040505-02交通安全母の会
040505-03交通安全協会
040506 交通災害共済
040600 観光
040601 サイクリングターミナル
040601-01 施設管理
040601-02サイクリングターミナル特別会計の管理
040602 ヤ・シィパーク
040602-01 施設管理
040602-02ヤ・シィパーク周辺整備構想策定
040603 四国のみち保全整備事業（手結・月見山の道）
040604 その他観光施設の清掃管理
040700 住民参加推進・まちづくり推進活動（まちづくり推進室）
040701 住民参加推進（地域コミュニティ形成促進活動）
040701-01まちづくりに関する助成
040702 まちづくり推進（まちづくり方針の醸成活動）
040702-01 町政懇談会
040702-02市町村活性化総合事業
040702-03高知県総合補助金
040800 グランドデザインの策定
040801 総合振興計画
040801-01総合計画策定（審議会含む）
040801-02総合計画の実施計画
040802 土地利用計画策定（将来の土地利用を計画）
040802-02土地利用計画策定委員会（事務局）
040802-03地元住民意思の収集活動
040802-04土地利用計画書作成
040803 都市計画
040803-01都市計画策定事務
040803-02都市計画審議会
040803-03公拡法に基づく土地取引の届出の受付
040804 過疎地域自立促進計画（※過疎対策）
040900 国土利用計画（※土地対策＝現在の土地取引の管理）
040901 土地対策審議会（事務局）
040902 土地対策条例の改廃・新設
040903 土地売買届出書の審査
040904 土地流動状況の報告
041000 開発行為の指導事務（※土地開発＝乱開発防止のための審査）
041100 各種イベント事業
040101 手結盆踊り実行委員会（事務局）
040101-01イベント実行監理
040101-02 警備監理
040102 マリンフェスティバル支援
040103 地域づくり支援事業補助金交付（イベント等含）
040104 観光イベント助成事業
041200 地域振興
041201 観光伝統行事支援
041202 観光協会等関係団体への助成
041203 県観光振興推進協議会
041204 地場産業振興
041205 鉄道の利用促進に関すること（※ごめん・なはり線活性化協議会）
050000 民生課
050100 戸籍住基係
050101 証明書交付
050101-01手数料（証明書の交付・閲覧・許認可等）
050101-02郵便による証明書等請求
050102 戸籍
050102-01 届出受付・作成・調査等
050102-01-01戸籍記載事務
050102-01-02戸籍保管事務
050102-01-03戸籍交付事務
050102-01-04県戸籍事務協議会
050102-01-05県戸籍事務協議会支会
050102-01-06法務局等への報告事務
050102-01-07戸籍届出・受付事務
050102-01-08人口動態調査等
050102-01-09埋葬・火葬許可
050102-02 犯歴事務（※犯暦・破産暦者管理）
050103 住民基本台帳
050103-01人口・世帯数・人口密度
050103-02 住民票閲覧
050103-03住民基本台帳ネットワークシステム
050103-04住民票交付事務
050104 外国人登録
050104-01外国人登録受付事務
050104-02外国人登録事務
050104-03外国人登録記載事項証明交付事務
050104-04外国人登録定期報告
050104-05県外国人登録事務協議会
050105 印鑑証明
050105-01印鑑登録・交付事務
050105-02印鑑登録職権抹消事務
050106 恩給扶助
050106-01戦没者遺族(弔慰金）
050106-02援護（戦没者等の妻に対する特別給付金等）
050200 年金係
050201 国民年金庶務
050201-01国民年金事務
050201-02各種申請・請求書事務
050201-03国民年金２０歳適用者
050201-04学生納付特例
050201-05国民年金保険料免除
050202 生涯・遺族基礎年金関係事務
050203 児童手当
050300 国保係
050301 国民健康保険庶務
050301-01国民健康保険運営協議会
050301-02国民健康保険資格・移動関係
050301-03国民健康保険事業状況報告
050302 国民健康保険一般
050302-01国民健康保険保健事業
050302-02国保連合会共同処理事業
050302-03適正受診のための啓発指導事業
050303 国民健康保険給付関係事務
050303-01出産、葬祭に関する任意給付
050303-02出産、葬祭に関する給付
050303-03国民健康保険給付関係
050304 国保賦課資料作成（※国保税の収納・徴収）
050305 会計管理
050305-01国民健康保険特別会計
050305-02国保財政調整基金
050305-03レセプト点検事業
050400 老人福祉係
050401 老人福祉
050401-01高齢者福祉計画
050401-02老人クラブ活動等補助
050401-03老人クラブ連合会補助
050401-04 敬老事業
050401-05老人保護措置事業
050401-06老人日常生活用具給付等
050401-07老人福祉施設入所等事務
050402 老人医療
050402-01 老人保険庶務
050402-01-01老人保健医療事務
050402-01-02老人保健事務（医療）資格・異動関係事務
050402-01-03老人保健事務（医療）交付金・負担金等申請事務
050402-02 老人保健事務（医療）給付関係事務
050402-03 会計管理
050402-03-01老人保険特別会計
050402-03-02老人医療費負担金
050500 福祉係
050501 福祉係
050501-01 福祉一般
050501-01-01シルバー人材センター事業
050501-01-02遺族会補助
050501-01-03戦没者追悼式等
050501-01-04人権擁護委員活動
050501-01-05民生委員・児童委員活動補助
050501-01-06民生委員推薦会
050501-01-07災害弔慰金、災害障害見舞金支給
050501-01-08生活保護事業
050501-02 社会福祉
050501-02-01 障害者福祉
050501-02-01-01 障害者福祉一般
050501-02-01-01-01重度心身障害者医療費助成事業
050501-02-01-01-02福祉手当
050501-02-01-01-03障害児福祉手当
050501-02-01-01-04特別障害者手当
050501-02-01-01-05障害児育成会補助
050501-02-01-01-06身体障害者・知的障害者相談
050501-02-01-01-07特別児童扶養手当
050501-02-01-01-08心身障害者扶養共済制度事務
050501-02-01-01-09障害者計画
050501-02-01-02 障害者手帳
050501-02-01-02-01 身体障害者
050501-02-01-02-01-01更生訓練費給付
050501-02-01-02-01-02重度身体障害者（児）日常生活用具給付
050501-02-01-02-01-03身体障害者自動車運転免許取得費助成
050501-02-01-02-01-04身体障害者（児）補装具の交付及び修理
050501-02-01-02-01-05身体障害者用自動車改造費助成
050501-02-01-02-01-06身体障害者援護措置
050501-02-01-02-01-07身体障害者（児）短期入所
050501-02-01-02-01-08身体障害者スポーツ大会助成
050501-02-01-02-01-09身体障害者福祉協会補助
050501-02-01-02-01-10身体障害者更正援護施設入所等事務
050501-02-01-02-02 療育（知的障害者）
050501-02-01-10-02-01知的障害者(児）日常生活用具給付等事業
050501-02-01-02-03 障害（精神障害者）
050501-02-01-10-03-01精神保健福祉法事務
050501-02-02 母子福祉
050501-02-02-01母子（寡婦）福祉資金貸付
050502-03 福祉医療
050502-03-01 日本赤十字社関係
050502-03-02 障害者医療
050502-03-02-01更生医療の給付
050502-03-02-02進行性筋萎縮症者療養等給付
050502-03-02-03ストマ補助
050502-03-03 乳幼児医療
乳幼児医療費助成事業
医療費助成（３歳～６歳児）
050502-03-04 母子医療
050502 保育園
050502-01保育協議会補助
050502-02延長保育（特別保育）
050502-03 障害児保育
050502-04 乳児保育
050502-05保育所・保育園事業
050502-06 保育料
050502-07保育所地域活動
050502-08 保育所給食
050502-09保育料の減免
050502-10保育園入・退所事務
050502-11保育所運営費事務
050502-12保育所福祉行政指導監査
050502-13児童台帳作成・管理
050502-14保育料決定書
050502-15 保育料調定
050503 福祉センター（＝社会福祉協議会）
050503-01 社会福祉協議会補助
050503-02 福祉保健センターの管理
050503-03 社会福祉協議会委託
050503-03-01ホームヘルプサービス事業
050503-03-02デイサービス
050503-03-03訪問入浴事業
050504 在宅介護支援センター（＝大峰の里）
050504-01 大峰の里総務
050504-02 在宅介護支援サービス
050504-02-01在宅福祉補助金事務
050504-02-02在宅介護者支援事業
050504-02-03機能訓練B型
050504-02-04住宅改造費助成事業
050504-02-05在宅介護訪問指導
050504-02-06福祉機器・用具の貸出
050504-02-07外出支援サービス事業
050504-02-08寝具類等洗濯乾燥消毒サービス事業
050504-02-09軽度生活援助事業
050504-02-10住宅改修支援事業
050504-02-11介護予防事業
050504-02-12配食サービス
050504-02-13高齢者食生活改善事業
050504-02-14生きがい活動支援通所事業
050504-02-15家族介護者教室
050504-02-16家族介護用品の支給
050504-02-17家族介護慰労事業
050504-02-18高齢者の生きがいと健康づくり推進事業
050504-02-19緊急通報システム
050504-02-20寝たきり老人及び重度心身障害者等おむつ手当支給事業
050504-02-21機能訓練A型
050504-02-22福祉電話の貸与
050600 保健衛生係（＝大峰の里）
050601 保健衛生一般
050601-01健康づくり推進委員研修
050601-02健康福祉まつり
050601-03痴呆予防事業
050601-04 健康相談
050601-05健康管理システム
050601-06健康相談及び教育
050601-07健康教育（骨粗鬆症予防）
050601-08健康手帳の交付
050601-09訪問指導（精神障害・難病含む）
050601-10 献血
050601-11食生活改善推進事業
050601-12障害者保健指導
050602 健康診断
050602-01 基本検診
050602-01-01老人保健事業基本健康審査
050602-02 各種ガン検診
050603 母子保健
050603-01母子保健計画
050603-02 育児相談
050603-03家庭訪問（母子）
050603-04母子健康手帳交付
050603-05訪問（妊産婦）
050603-06精密健康診査（妊婦・乳児・１歳６か月児・３歳児）
050603-07 個別検診（HBS抗原検査）
050603-08集団健診（４か月、１歳６か月、３歳）
050603-09個別検診（妊婦一般、乳児一般）
050604 予防接種事業
050604-01 ポリオ
050604-02結核予防事業
050604-03動物愛護事業（狂犬病予防他）
050700 介護保険係
050701 介護保険庶務
050701-01介護保険資格管理
050701-02介護保険申請受付事務
050701-03介護保険料賦課徴収管理
050701-04介護保険事業状況報告
050702 介護認定審査
050702-01介護保険要介護認定訪問調査
050702-02介護認定審査会関係事務
050703 介護保険低所得者利用者負担軽減対策補助（※低所得者対策）
050704 会計管理
050704-01介護保険特別会計の管理
050704-02介護保険財政安定化基金関係事務
050800 環境衛生係
050801 環境保全
050801-01夜須町環境審議会の設置
050801-02ダイオキシン類規制
050801-03地球温暖化対策
050801-04環境に関する苦情処理
050801-05不法投棄ごみ防止活動
050802 ごみ処理
050802-01香南斎場組合支援
050802-02香美郡衛生組合支援
050802-03 廃棄物処理
050802-04廃棄物減量・リサイクル
050900 次世代育成支援対策
050901 青少年健全育成
050902 子育て支援事業
050903 児童扶養手当
050904 青少年育成町民会議
051000 人権
051001 人権問題啓発事業
051002 人権パレード
051003 人権擁護委員推薦
051004 男女共同参画
051100 自衛官募集
060000 産業建設課
060100 建設係
060101 農業委員会の運営
060101-01農業委員選挙
060101-01-01農業委員会の定数、任期
060101-02 農地法3,4,5条による許可
060101-03非農地証明発行
060101-04田の貸借の許可
060101-05標準小作料改定
060101-06農業者年金業務
060102 農政
060102-01 農政庶務
060102-01-01農業制度資金利子補給費補助
060102-01-02計量器事務
060102-02 農政計画
060102-02-01地域農政推進対策事業
060102-02-02農業振興地域整備計画
060102-03 農振地域の除外・追加
060102-04 香南ケーブルTV管理
060102-05 農業者援助
060102-05-01米の消費拡大事業
060102-05-02水田農業経営確立対策事業
060102-05-03水田農業推進協議会
060102-05-04経営構造（基盤強化促進）対策事業
060102-05-05認定農業者育成事業
060102-05-06生産組織育成事業
060102-05-07農業生産グループ育成事業
060102-05-08レンタルハウス整備事業
060102-05-09農業地域活性化イベント
060102-05-10農業振興助成制度
060102-05-11農業振興団体補助
060102-06 農業機関連絡協議会
060102-07 畜産
060102-07-01畜産関係負担金・会費等
060102-08 転作
060102-09 中山間地域等直接支払事業
060103 農業土木
060103-01 農村振興
060103-01-01農業農村整備事業管理計画
060103-01-02農村地域整備状況調査事務
060103-02 農業土木工事
060103-02-01こうち農業確立総合支援事業
060103-02-02中山間地域総合整備事業
060103-02-03温泉施設維持管理及び開発
060103-02-04単独補助農道等改良事業
060103-02-05樋門及び陸こう門管理点検
060103-03 災害対応
060103-03-01農地・農業用施設災害復旧事業
060103-03-02農地農業用施設災害復旧増高申請業務
060103-04 害獣駆除
060103-04-01鳥獣被害駆除防除対策事業
060103-04-02手数料（鳥獣飼養許可手数料）
060103-04-03 猟友会
060103-04-04有害鳥獣駆除・鳥獣保護事業関係
060104 林業
060104-01 林業庶務
060104-01-01林務関係事務
060104-01-02林業関係負担金・会費等
060104-01-03森林組合補助
060104-01-04 森林保険
060104-01-05緑の募金事業
060104-02 林業
060104-02-01 各種調査
060104-02-02 林業振興
060104-02-02-01地域森林計画・市町村森林整備計画
060104-02-02-02 間伐
060104-02-02-02-01林業構造改善事業
060104-02-02-02-02間伐実施事業
060104-02-02-02-03市町村有林の維持管理
060104-02-02-03 作業道
060104-02-02-03-01地域林業総合支援事業
060104-02-02-04 造林
060104-02-02-04-01森林施業計画認定・伐採届受理
060104-02-02-04-02松くい虫防除事業
060104-03 林道
060104-03-01 各種調査
060104-03-02 開設
060104-03-03 管理
060104-03-03-01林道施設災害復旧事業
060105 公共土木
060105-01 土木庶務
060105-01-01道路・河川占用等許可関連事務
060105-01-02道路認定基準
060105-01-03市町村道・里道の境界確認及び証明事務
060105-01-04申請許可事務
060105-01-05河川、道路関連協議会等
060105-01-06道路台帳整備業務
060105-01-07土木積算システム運用
060105-01-08 工事検査
060105-02 事業計画
060105-02-01 辺地計画
060105-03 入札・契約
060105-03-01工事入札指名事務
060105-03-02 入札事務
060105-03-03 契約事務
060105-03-04工事・業務の入札執行及び見積徴取
060105-03-05工事請負・業務委託契約の締結
060105-03-06入札参加資格
060105-03-07 工事検査
060105-03-08 談合対応
060105-03-09 指名除外
060105-03-10適正化法に基づく公表（発注の見通し、入札結果等）
060105-04 道路
060105-04-01 道路橋りょう新設・改良事業
060105-04-02 道路維持管理事業
060105-05 河川
060105-05-01 河川新設・改良事業
060105-05-02 河川維持管理事業
060105-06 港湾
060105-06-01 港湾関係県工事負担金管理
060105-07 砂防
060105-07-01 砂防及び急傾斜地崩壊対策等事業
060105-08 公共土木施設災害復旧事業
060106 建築物許可関係事務（申請・進達）（※建築確認）
060106-01 二項道路の指定
060106-02 道路センターの設定
060106-03 接道確認
060107 漁協に関すること（※水産）
060107-01 水産庶務
060107-02 水産
060107-02-01 漁業
060107-02-02 水産振興
060107-03 漁港
060107-03-01 整備
060107-03-02 管理
060108 住宅
060108-01 公営住宅管理事業
060108-02 公営住宅建設事業
060108-03 公営住宅入居者管理
060108-04 公営住宅収納管理
060109 商工
060109-01 商工会議所及び商工団体への助成
060109-02 中小企業事業資金融資
060109-03 県信用保証協会出捐金
060200 水道係
060201 水道庶務
060201-01固定資産管理
060201-02 水道料金
060201-03 賦課徴収
060201-04 検針
060201-05納付制、口座振替制
060201-06 更正、精算
060201-07収納、滞納整理、執行停止、欠損
060201-08給水開始・中止
060201-09水道関係手数料
060201-10新規加入事務
060201-11 異動事務
060201-12水道事業の消費税の確定申告
060201-13水道施設台帳
060202 事業計画
060202-01事業及び財政計画
060202-02事業認可の内容、調整
060202-03拡張、整備計画
060203 入札・契約
060203-01指定工事事業者認定
060203-02工事・業務の入札及び契約
060203-03指名業者選定
060203-04入札参加資格
060204 整備・維持管理
060204-01 整備
060204-01-01簡易水道整備
060204-01-02 設計施工
060204-01-03 工事検査
060204-02 維持管理
060204-02-01 量水器
060204-02-02 日常点検
060204-02-03水源施設維持管理
060204-02-04管路施設維持管理
060204-02-05水源の水質・水量
060204-02-06水質・施設管理体制
060204-02-07貯蔵品管理
060204-02-08指定給水装置工事事業者の指導・監督
060205 予算・決算
060205-01簡易水道特別会計
060300 下水道係
060301 下水道庶務
060301-01合併処理浄化槽設置整備事業補助金
060301-02し尿・浄化槽汚泥の収集及び処分
060301-03下水道使用料、賦課徴収及び負担金関連事務
060301-04排水設備及び水洗便所改造関連事務
060301-05下水道事業の消費税の確定申告
060301-06公共下水道排水設備改造資金利子補給事務
060301-07排水設備事務
060301-08下水道施設台帳
060301-09固定資産管理
060301-10下水道会計システム
060302 事業計画
060302-01下水道事業認可
060302-02事業及び財政計画
060302-03下水道審議会
060303 入札・契約
060303-01指定工事事業者認定
060304 整備・維持管理
060304-01下水道整備事業
060304-02下水道施設維持管理事業
060304-03集落排水事業
060305 予算・決算
060305-01公共下水道特別会計
060305-02漁業集落排水事業特別会計
060305-03農業集落排水事業特別会計
060400 地籍調査係
060401 地積調査
060402 官民境界立会
060403 測量・データ処理
060404 地籍図
060405 法定外公共物管理及び譲与申請事務
